
令和７年３月２８日
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東京におけるパイプラインを含めた

水素供給体制検討協議会
＜令和６年度のまとめ及び令和７年度の東京都の取組＞

資料５

会議体
2024 2025
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全体会合

第一分科会
(都心型水素利活用体制
構築に向けた検討分科会)

第二分科会
(空港内エリアにおける水素
利活用検討分科会)

第1回 第2回

日本空港ビルデング様を中心に調査・検討

NTTデータ経営研究所様を中心に調査・検討

第3回

採択

採択

第1回 第2回

第1回 第2回 第3回

令和６年度 本協議会関連活動実績

今年度は、全体会合３回、２件のFS支援採択・分科会を実施

羽田水素普及イベント
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令和７年度

⇒ 全体会合を年間２回開催予定

⇒ 令和７年度も引き続きＦＳ等を実施する事業者を公募（４月以降募集開始予定）

⇒ 公募事業の採択結果を踏まえ、新規分科会の立ち上げを検討



令和６年度 本協議会関連活動実績

全体会合では事例紹介・意見交換による課題検討を実施

適宜ヒアリング・アンケートも活用し、事業化に向けた詳細な議論を推進

全体会合

◼ 年間３回開催し、水素関連事業の事例紹介・意見交換等を実施

◼ 全体会合で水素利活用に関する実証・事業の情報共有を行い、事業化に向けた動きを後押し

◼ 事業化に向けた課題などを中心に意見交換を行い、自治体・国からの支援や企業間連携など、対

応策検討に繋がるインプットを収集

◼ FS採択事業者を核とした２つの分科会を立上げ、議論を詳細化

◼ 分科会の場において、需要家等を巻き込みFS調査に関する議論を実施

◼ 年間を通じて、協議会構成企業に対し、ヒアリング・アンケートを行い、課題・意見を吸い上げ

◼ 協議会構成企業以外にもヒアリングを実施。ヒアリングした企業等が新たに協議会へ参画。

◼ 分科会の立上げに際し、アンケート・ヒアリングを通じて設定テーマ等の意見を吸上げ
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分科会

関連活動

令和６年度 本協議会関連活動実績

全体会合では事例紹介・意見交換による課題検討を実施

適宜ヒアリング・アンケートも活用し、事業化に向けた詳細な議論を推進

4

川崎重工業株式会社

液化水素サプライチェーン
の商用化実証

全体

会合

17

9

9

12

情報提供

(政策・規制・市場等)

支援策の提供

ネットワーキング

の機会

自社の取組の

情報発信

その他

単位：回答数

(複数応答、会社ごと)

協議会への期待の可視化

日本航空株式会社

GSE(地上支援器材)に
おけるCO2削減の取組
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関連

活動

事例紹介

アンケート

(第一回全体会合後)

分科会

立ち上げ

に向けた
ヒアリング

インフラ整備・法令対応に課題を感じているが、知見が無いため、

一事業者として動きづらいと感じている

水素供給に向けた検討をしているが、需要規模・収益性が見えてこない

第二回

全体会合
後の

アンケート

水素製造や供給、利用設備導入によるコスト削減・効率化などのメリットや
補助金が無ければ、特に中小企業への水素導入は進まないのでは

空港臨海エリアの上流側だけでなく、下流側も含めた全体の需要・圧力条
件などを加味して配管を設計する必要があるのでは

情報が行き届いておらず各社お見合いをしているのではと考える。水素需要

家は水素利用製品や水素価格が、製品メーカーは製品ユーザのニーズが、水
素供給者は水素需要の規模が把握しづらい状況にあるのでは

課題感の吸い上げ

ヒアリング・

アンケート

課題への対応策・検討方針の協議

意見交換

事例紹介

• 水素が化石燃料と同等まで価格低減するに

は課題が多く、水素を利用した製品・サービス
に対して、いくらまで価格転嫁ができるかが

ポイント

• 事業者間連携に向けては、圧力・純度といっ

た内容について供給・需要双方の観点から広
く情報交換することが必要

出所：第一回全体会合 川崎重工業・日本航空講演資料



東京都が実施した事業者向け水素エネルギーPRイベントにおけるアンケート結果の報告
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ｎ

エネルギー 生産工程 熱需要 発電 燃料電池 その他
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Ｑ．水素エネルギー等について関心のある項目、想定している利用用途（単位：％）

Ｑ．水素についてのフィージビリティスタディ協力意向（単位：％）

39.1 60.9
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• 事業者の関心や意向を調査するため、各イベントにてアンケートを実施

• 「カーボンニュートラルに取り組む際の課題、都や他社と取り組みたい事項」 として、規制緩和、需要拡大（及びそれ

に伴う、普及啓発・コスト削減）、海・船分野での利用、燃料電池普及やサプライチェーン実証、等の意見

• 「水素エネルギー等について、関心のある項目、利用用途」は、両イベントともに「エネルギー」が最も高く、羽田みんな

のみらい 水素エネルギー展では「燃料電池」、H2&FC EXPOでは「生産工程」

• 「水素についてのフィージビリティスタディ協力意向」は、羽田イベントでは39.1％、 H2&FC EXPOでは56.6％と半数超

ｎ
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2025/１/31（金）

羽田みんなのみらい 水素エネルギー展（主催：東京都）

場所：羽田イノベーションシティ

アンケート回答数：87件

2025/ ２/19（水）～21（金）

第23回 H2 & FC EXPO 春国際水素・燃料電池展

場所：東京ビッグサイト、東京都産業労働局ブース

アンケート回答数：452件

注：羽田みんなのみらい 水素エネルギー展では複数回答、H2&FC EXPOでは単一回答

水素取引所の立ち上げに向けた取組①
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⚫COP28において、世界有数の水素普及機関として知られるドイツのＨ2グローバ
ル財団と連携し、水素取引所を立ち上げる構想を都知事が表明

⚫グリーン水素取引所の立ち上げに向けた制度設計の検討を進めるとともに、国産グ
リーン水素を用いたトライアル取引を実施し、得られた知見を検討内容に反映

グリーン水素トライアル取引

事業イメージ

供給者

国内グリー
ン水素
製造業者

利用者

民間
事業者等

トライアル
取引

グリーン水素の供給

販売と購入の価格差を支援

➢ グリーン水素の取引機会創出、利用促進に向けたトライアル取引を実施

➢ 販売・購入価格をそれぞれ入札で取り決めるダブルオークション方式を

試行し、都の支援により販売と購入の価格差を解消



水素取引所の立ち上げに向けた取組②

7

トライアル取引の結果

入札実施区分 入札者数 落札単価

各コース共通 １者 ３００円／Ｎ㎥

入札実施区分 入札者数 落札単価

①トレーラー輸送コース ２者 ８９円／Ｎ㎥

②カードル輸送コース ２者 ２３０円／Ｎ㎥

①トレーラー輸送コース 期間中週２回輸送

②カードル輸送コース 期間中計10回輸送

（２）利用側落札単価

（３）落札量

（１）供給側落札単価

➢ 令和６年12月に市場形式の取引としては世界初の取組として入札を実施

https://mon
ey-bu-
jpx.com/new
s/art ic le058
198/

事業紹介記事：東証マネ部！

2050年に向けたロードマップイメージ
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来年度も分科会の立上げ・事業化支援を継続し、水素SCの将来絵姿・ロードマップの策定に

反映していくことで、パイプラインを含めた水素供給体制構築の実現性を高めていく

2024年度

東
京
都
の
取
組

2025年度～ 2030年度 2050年度

空港臨海

エリアにおける

水素供給

体制

水素利活用の検討・実証が

進み水素需要が可視化される

事業化に向けた動きが

加速し、実事業で

水素供給の検討が進む

パイプラインが敷設・

拡大され、水素サプ

ライチェーンの形成が

進む

協議会運営・公募事業推進
・協議会の運営、ＦＳを実施する

 事業者の公募等を通じて、民間事業者の
 水素事業に関する初期的な取組を支援
・エリアや目的に応じた分科会立ち上げ

需要具体化・事業化検討
・周辺も巻き込んだ事業化や地域

 への普及に係る案件形成支援
・ヒアリング等による新規需要家の

 掘り起こしを継続

水素供給体制構築
民間事業者等による

パイプライン敷設等を支
援・推進

点を大きくする
需要増大、周辺巻き込みにより

小規模需要が中規模需要に

発展

点をつくる
水素供給の種となる小規模単位の

需要家を発掘

点をつなぐ
エリア内・エリア間を

パイプライン供給網で接続

2040年度

国の方針
(水素・アンモニア導入

目標値）

300万トン／年 1200万トン／年 2000万トン／年

水素需要

活用の

広がり

協議会・

支援



2050年のコンセプトイメージ
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基本コンセプト

巨大な地下空間を有する東京の特性を生かし、地下インフラを最大限に活用

concept
2050

令和７年度 東京都の水素関連事業①

令和７年度の水素関連事業予算は、今年度に引き続き200億円規模

（令和７年度 東京都の予算案：東京都財務局HPより抜粋）
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令和７年度公募事業の概要
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令和６年度 公募事業概要

令和７年度

◼ＦＳ、ＦＥＥＤまで範囲を拡大

◼２か年のＦＳも支援の対象に

◼予算規模や応募件数増に対応

公表 令和６年６月24日

予算額 1億536万円

事業対象期間 協定締結後～令和７年３月

審査会 令和６年８月１日

審査結果通知 令和６年８月21日

採択事業数 ２事業

公募対象事業 空港臨海部における2050年の
水素活用に向けたパイプライン等

による大規模な水素供給、水素

利用体制の整備に関するフィジ

ビリティスタディ（実現可能性調
査）等

今年度の公募内容を踏まえ、

以下のとおり事業を拡充して

引き続き事業者によるＦＳ等を支援

詳細は、４月以降に東京都ＨＰ等で公表予定


